
2050年しがＣＯ２ネットゼロに向けた
社会シナリオについて

資料１
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シナリオの位置づけ

環境の各分野の施策に関係する計画（分野別計画）

滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例

滋賀県低炭素社会づくり推進計画

地球温暖化対策の推進に関する法律 気候変動適応法

地域気候変動適応計画地方公共団体実行計画
（区域施策編／事務事業編（環境にや
さしい県庁率先行動計画（ＧＯＳ））

滋賀県環境総合計画

滋賀県基本構想

滋賀県環境基本条例部門別計画

滋賀県廃棄物処理計画

基本構想の部門別計画

など

しがエネルギー
ビジョン

考え方を整合

滋賀県環境学習推進計画

琵琶湖保全再生計画

琵琶湖森林づくり基本計画

生物多様性しが戦略

など

環境施策の
基本的方向性

人口減少を見据えた未来へ
と幸せが続く滋賀総合戦略

考え方を整合

県地域防災計画

産業振興ビジョン

農業・水産業基本計画

（令和３年度計画改定時に位置付け予定）

持続可能な開発のための2030アジェンダ（SDGs）

県・最上位計画
１つの拠り所として活用

シナリオの作成

（目指すべき社会像、削減対策）

作成したシナリオに基づき、推進計画を改定



〇 2050年ＣＯ２ネットゼロ社会づくりを進めるに当たり、産業・業務・家庭・運輸の各対策をいつまでに、どの程度
進める必要があるか、想定されるロードマップの１つを示すため、「2050年しがＣＯ２ネットゼロ社会シナリオ」の
検討を進める。

〇 作成に当たっては、ＣＯ２の排出と均衡が図られつつ、社会・経済の発展が実現した「2050年のあるべき姿」
（目指す将来像）を示し、バックキャスティング型で対策の時期と規模を明らかにする方針。

〇 「目指す将来像」は、本県の環境・社会・経済の現状と今後の見通し、技術革新の見込み（国の地球温暖化
対策計画で想定）等を踏まえ検討を行い、その将来像に基づく「2050年の社会・経済指標」を計算することで、
必要な対策の検討につなげる。

［令和２年度］
・６月 環境審議会温暖化対策部会

（シナリオ作成の手順等の説明、作成の方向性についてご意見を賜る）

・７月～ 環境審議会（３回程度）
(仮称)ＣＯ２ネットゼロ推進協議会（３回程度）
県民との意見交換（４回程度）
庁内ネットゼロ推進本部（３回程度）

・１～２月 2050年しがＣＯ２ネットゼロ社会シナリオ策定

［令和３年度］
・作成したシナリオ等に基づき「滋賀県低炭素社会づくり推進計画」を改定

■趣旨

■スケジュール

【参考】しがＣＯ２ネットゼロ推進協議会
・役 割 企業など多様な主体から構成し、目指すべき将来社会像（シナリオ）に対する意見等を収集

・構成員 学識経験者、金融機関、民間企業、ＮＰＯ、電力会社、エネルギー管理士など
3
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目指す将来像のイメージ（アウトプットイメージ）

2050年CO2ネットゼロに向けては、単に温室効果ガスを削減するだけでなく、環
境と経済・社会活動をつなぐ「健全な循環」の構築を目指す。
特に、新型コロナ後の「新しい生活様式」も踏まえ「目指す将来像」の検討を進め

る。

図：第五次滋賀県環境総合計画
（平成31年３月）より

新型コロナ後の
「新しい生活様式」

【働き方】
・テレワーク利用拡大
・Web会議の普及拡大
・時差出勤 など

【買物・食事】
・通販利用、持ち帰り、
デリバリー拡大

・電子決済 など

働き方、生活時間、
産業構造等が変化

「健全な循環」
・地域資源（森林資源や琵琶湖の在来魚介類など）を地産地消等により、人、財、製品、サービスとして地域内循環
・異なる地域が地域資源を介して他の地域と相互に支えあう関係を作る
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シナリオ作成の手順

① 目標等の設定

基準年 2010年～2015年

目標年（目標値） 2050年（排出削減と吸収源確保によるネットゼロ）

対象地域 滋賀県内

対象部門 家庭、業務、産業、運輸（旅客交通、貨物交通）

② 関連するデータの収集

基準年の人口、県内ＧＤＰ、温室効果ガス排出量、エネルギー使用量などの情報
関係する計画、構想などの情報
国全体で導入が想定されている温暖化対策に関する情報
（省エネルギー対策、再生可能エネルギー導入状況、交通の状況など）

③ 「目指す将来像」実現のために必要となる温室効果ガス削減対策を整理

基準年から目標年（2050年）に掛けての生活様式、産業、都市構造などの変化を推定
⇒ 2050年における社会・経済指標としてアウトプット
2050年の社会・経済指標を達成するために必要となる温室効果ガス削減対策を整理
（各対象部門ごとの実施規模や時期などを含む）
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関連するデータの収集（人口）

人

・本県も人口減少社会に突入

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0 10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0-4歳
5-9歳

10-14歳
15-19歳
20-24歳
25-29歳
30-34歳
35-39歳
40-44歳
45-49歳
50-54歳
55-59歳
60-64歳
65-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85-89歳
90歳以上

男

女

2015年人口構成 2050年人口構成

1,413 1,415 1,408
1,391

1,367

1,337

1,304

1,269

1,231

1,188

1,143

1,413 1,409 
1,395 

1,372 

1,341 

1,304 

1,263 

1,220 

1,173 

1,121 

1,067 

1000

1050

1100

1150

1200

1250

1300

1350

1400

1450

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

千

現戦略目標※

H25社人研準拠

国の展望

中位試算

H30社人研準拠

・2050年における年齢構成、就業者数の変化
図 滋賀県人口の将来推移（2019,滋賀県総合戦略）

項目
2015年
（国勢調査）

2050年
（見込み）

人口 1,412,926人 1,269,077人

世帯人口 2.63人/世帯 2.72人/世帯

図 滋賀県の就業者数の変化（2015年→2050年）
※2015年の就業率が2050年も変わらないと仮定した場合図 滋賀県の人口構成の変化（2015年→2050年、滋賀県総合戦略）

人口動向を踏まえ、今後、2050年における滋賀の社会・経済の状況を試算
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社会・経済指標（現状）

【社会】 〇 コンパクトなまちづくりの推進、社会インフラの整備等
に（生活時間が変化、エネルギー需給が変化）

〇 技術革新（省エネ技術が推進・エネルギー消費量減少）
〇 農産漁村の多面的な価値の継承（従事者が増加）等

【経済】 〇 技術革新による新たな製品・サービスの誕生、エネルギー
利用の効率化、高度化（県内ＧＤＰが成長）

〇 多様な人の労働参加・経営参加（就業率上昇）
〇 農林水産物の付加価値向上（新たな担い手の誕生）等

基準年
2010年

人口 人 1,397,124
（年齢不詳は除く）

世帯数 世帯 512,737

GDP 百万円 5,666,696

1人あたり 千円／人 4,056

第1次産業 百万円 42,082

第2次産業 百万円 2,507,471

第3次産業 百万円 3,117,143

生産額 百万円 11,502,847

第1次産業 百万円 77,681

第2次産業 百万円 6,646,730

第3次産業 百万円 4,778,436

就業地による就業者数 人 635,920

旅客輸送量 百万人・km 7,490

貨物輸送量 百万トン・km 5,005

エネルギー消費量 ktoe 3,348

CO2排出量 kt-CO2 10,935
「人口」、「社会・経済指標の変化」、「滋賀県基本構
想等で想定されている2030年の滋賀の姿」等をもとに
今後、「2050年における社会・経済指標」を計算

2030年の滋賀の社会・経済の姿（県基本構想より一部抜粋）

図 県内実質ＧＤＰの変化（県民経済統計,滋賀県統計課）

関連するデータの収集（社会・経済指標）
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項目 出典

社会
人口・年齢構成・世帯数 国勢調査

生活時間 社会生活基本調査

経済

GDP 滋賀県民経済計算

産業連関表
滋賀県統計書

業務用建物床面積

就業率 国勢調査

運輸
（旅客輸送）

旅行者数
第5回近畿圏パーソントリップ調
査（国土交通省）

交通手段分担率

移動距離

運輸
（貨物輸送）

貨物量
第9回全国貨物純流動調査
（物流センサス・国土交通省）

輸送手段分担率

輸送距離

温室効果ガス
排出量等

CO2排出量
滋賀県排出量算定データ

エネルギー消費量

【参考】 各社会・経済（前頁）指標の出典
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【参考】 社会・経済指標と温室効果ガス排出との関係

ＣＯ２排出量
産業部門

CO2排出量
家庭部門

CO2排出量
運輸部門（貨物）

CO2排出量

県内

県外

労働時間 就業者数 就業形態
（職場と居住の関係）

広域での就業形態

県内への通勤者数
県外からの通勤者数

就業者数

人口・世帯数

世帯数

労働需要
（県内の雇用）

家庭の生活構造
（生活時間・消費動向）

賃金
労働
時間

消費支出

モノの流れ 事業活動 人の流れ

運輸部門（旅客）
CO2排出量

業務部門
CO2排出量

貨物
輸送量

業務
床面積

旅客
輸送量

人口

生産額

広域の
産業構造

産業構造
（マクロ経済）

移出入額

活動量×排出原単位
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必要となる温室効果ガス削減対策を整理

現状

【家庭・業務部門】
・家電等の効率の改善
・省エネ行動の定着
・住宅の断熱化率、HEMS導入状況
・太陽熱給湯設備等の導入状況
・バイオマスストーブの導入状況など

【産業部門】
・天然ガスへの燃料転換率
・産業機器の効率改善
・FEMSの導入状況など

【運輸部門】
・電気自動車普及率
・モーダルシフト率など

【部門横断的取組】
・エネルギー消費量に対する再エネ導入率（家庭・産業・業務部門）

旧シナリオ(※)で計算した温室効果ガス削減対策指標
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図 部門別二酸化炭素排出量の推移 図 部門別エネルギー消費量の推移

※ 2030年1990年比50％削減シナリオ（平成19年３月作成）



【参考】 アウトプットイメージ （旧シナリオ）
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社会・経済指標

産業構造 生活時間



【参考】 アウトプットイメージ （旧シナリオ）
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部門別の温室効果ガス排出量



【参考】 アウトプットイメージ （旧シナリオ）
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温室効果ガス削減対策一覧（1/2）



【参考】 アウトプットイメージ （旧シナリオ）

14

温室効果ガス削減対策一覧（2/2）


